
独立行政法人住宅金融支援機構（法人番号2010005011502）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ　役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　①　役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　②　平成27年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　③　役員報酬基準の内容及び平成27年度における改定内容

理事長

副理事長

理事長代理

理事

監事

当機構は、住宅金融公庫を前身とし、市場重視型の新たな住宅金融システムを整備し、長期・固定の民間住宅
ローンの安定的供給を実現するための証券化支援業務を中心とする金融機関としての業務を担っている。

役員報酬の支給水準については、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号。以下「通則法」という。）第50
条の２第３項の規定の趣旨を踏まえ、国家公務員の給与水準のみならず、機構の業務内容に鑑み、民間金融機
関等の報酬水準を参考とする。具体的には、下表のとおり各地域に拠点を有し、全国規模で金融サービスを提供
している民間金融機関等や当機構と就職希望者が競合する民間金融機関等の役員報酬等との比較を行いつつ、
支給水準を設定することとする。

役員報酬のうち、期末手当について、通則法第32条の規定による主務大臣が行う業務の実績に関する評価の
結果を勘案の上、その役員の職務実績に応じ、100分の10の範囲内で理事長がこれを増額し、又は減額すること
ができることとしている。

役員報酬（通勤手当を除く）は俸給、特別地域手当及び期末手当から構成されている。
俸給月額については、理事長は1,129,000円、副理事長は970,000円、理事長代理は926,000円、

理事は839,000円、監事は759,000円としており、特別地域手当月額は、俸給月額に100分の18を乗
じて得た額としている。

また、期末手当については、俸給に100分の125を乗じて得た額、特別地域手当月額並びに俸給
月額及び特別地域手当月額の合計額に100分の20を乗じて得た額の合計額に期末手当支給月数
（平成27年度実績は、６月期においては1.475か月、12月期においては1.675か月）を乗じて得た額
を基礎とし、当該額に基準日以前６か月以内の期間における在職期間に応じた割合を乗じて得た
額としている。

平成27年度における主な役員報酬基準の変更点は以下のとおり。

・国家公務員の給与改定に準じ、俸給月額の引上げ（1,000円）、賞与支給月数の引上げ（3.1か

月→3.15か月）

役員報酬等の比較 （平成27年度）

民間金融機関等
平均報酬額
（取締役）

平均報酬額
（監査役）

 金融機関Ａ（都市銀行） 57,941千円 37,000千円

 金融機関Ｂ（都市銀行）

 金融機関Ｃ（信託銀行） 41,077千円 40,667千円

 金融機関Ｄ（政策金融機関） 21,625千円 22,000千円

注１：民間金融機関等の金額については、有価証券報告書（平成26年事業年度）より

　　　抜粋（報酬等の種類別総額が明示されている場合は、年額報酬に役員賞与を加

　　　えた金額としている）。

注２：対象者からは社外取締役及び社外監査役を除いている。

注３：金融機関Ａ、Ｂ及びＣについては、対象者の中に年度途中退任者が含まれている

　　　かどうか不明である。

　　　金融機関Ｄについては、前年度に退任した取締役が１名、辞任した取締役が１名、

　　　辞任した監査役が３名含まれていることから、これらを除いた現員の人数(常勤）を

　　　基に役員報酬等を推計した。但し、監査役の金額については、社外監査役に対す

　　　る報酬が含まれている。

65,250千円
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２　役員の報酬等の支給状況

平成2７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,128 13,548 3,983 2,439 （特別地域手当）

159 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

19,242 11,640 5,090 2,095 （特別地域手当）

417 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,451 10,068 4,403 1,812 （特別地域手当）

167 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,433 10,068 4,403 1,812 （特別地域手当）

150 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

15,064 10,068 2,960 1,812 （特別地域手当）

224 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,345 10,068 4,403 1,812 （特別地域手当）

62 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

10,356 6,750 2,341 1,215 （特別地域手当）

50 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,485 10,068 4,403 1,812 （特別地域手当）

202 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,987 9,108 3,983 1,639 （特別地域手当）

257 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,947 9,108 3,983 1,639 （特別地域手当）

216 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,854 9,108 3,983 1,639 （特別地域手当）

124 （通勤手当）

※

◇

注１：「特別地域手当」とは、民間賃金が高い地域に在勤する役員に支給するもの。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付し、該当がない場合は空欄としている。
　* 　→　退職公務員
　◇　→　役員出向者（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第８条第１項の規定に基づき、
　　　　　　独立行政法人等役員となるために退職をし、かつ、引き続き独立行政法人等役員として在職
          する者）
　※　→　独立行政法人等の退職者（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年
　　　　　法律第140号。以下「独法等情報公開法」という。）の対象法人の退職者）
*※　→　退職公務員でその後独立行政法人等の退職者

副理事長

理事A

前職
その他（内容）

理事長 4月1日 *

役名
就任・退任の状況

◇

理事B 4月1日 ※

理事E

理事C

◇

※

監事B

4月1日

理事F 4月1日

7月31日

理事D

監事A

※

監事C 4月1日
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３　役員の報酬水準の妥当性について

【法人の検証結果】

【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（平成27年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職
千円 年 月

5,888 4 0 H27.3.31 1.0 ※

千円 年 月

3,281 3 0 H27.3.31 1.0 ※

千円 年 月

3,281 3 0 H27.3.31 1.0

注１：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注2：理事長及び理事ア・イについては、既に仮の業績勘案率により算出した支給額を当該役員に対して

　仮支給していたが、当該役員が在籍した期間の業績勘案率が決定したことにより確定した退職手当の

　総額である。

理事ア

法人での在職期間

　理事長

　副理事長

　理事

　監事

理事イ

理事長

２０歳 ５６歳２８歳２４歳 ６０歳…………………………………………………… （国）（平均）（第１分位）（平均）（第３分位）２人 ５人 １１人 ９人 (人)

当機構は、住宅金融公庫を前身とし、市場重視型の新たな住宅金融システムを整備し、長期・固
定の民間住宅ローンの安定的供給を実現するための証券化支援業務を中心とする金融機関として
の業務を担っている。

このため、その報酬水準については、Ⅰ-１-①で記載したとおり、国家公務員の給与水準のみなら
ず民間金融機関等の役員報酬水準も考慮することとしているが、民間金融機関等の役員報酬水準
（取締役又は監査役）と比較した場合、当機構の役員報酬水準（Ⅰ-２を参照）は民間金融機関等に
比べ下回る水準にあると考えられる。

なお、主務大臣における平成26年度の業務実績に関する評価においては、「全体としておおむね
中期計画における所期の目標を達成していると認められる」との評価（Ｂ評価）を得ている。

加えて、法人の長の役員報酬月額（1,129千円）は事務次官の俸給月額（1,175千円）の範囲内と
なっていることからも、役員の報酬水準は妥当であると考える。

当該法人は市場重視型の新たな住宅金融システムを整備し、長期・固定の民間住宅ローンの安定
的供給を実現するための証券化支援業務を中心とする金融機関としての業務を担っている。

その業務内容に鑑みれば、Ⅰ－１－①で示された役員報酬水準の設定の考え方は民間金融機関
等の報酬水準を踏まえて定められており、適当である。

また、Ⅰ－２の報酬実績は報酬水準の設定の考え方に即しており、法人の実績評価結果に鑑みて
も、法人の検証結果は適正である。
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５　退職手当の水準の妥当性について

【主務大臣の判断理由等】

区分

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案

　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を記入している。

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理事ア

　「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて」（平成27年５月25日総務
大臣決定）等に基づき算出されており、適当である。
　なお、平成26年度の業績勘案率は1.1とし、25年度以前については、加減算すべき要因がないことか
ら、1.0とした結果、最終算定は1.0と決定した。

判断理由

　「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて」（平成27年５月25日総務
大臣決定）等に基づき算出されており、適当である。
　なお、平成26年度の業績勘案率は1.1とし、25年度以前については、職員１名による不適切な事務処
理事案が発生したため、法人の長として「0.1」減算すべきとの判断により、0.9とした結果、最終算定は
1.0と決定した。

理事イ

理事長

　「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて」（平成27年５月25日総務
大臣決定）等に基づき算出されており、適当である。
　なお、平成26年度の業績勘案率は1.1とし、25年度以前については、加減算すべき要因がないことか
ら、1.0とした結果、最終算定は1.0と決定した。

役員報酬のうち、期末手当について、通則法第32条の規定による主務大臣が行う業務の実績に関する評価の
結果を勘案の上、その役員の職務実績に応じ、100分の10の範囲内で理事長がこれを増額し、又は減額すること
ができることとしており、今後も継続する予定である。
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Ⅱ　職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　③　給与制度の内容及び平成27年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

当機構は、住宅金融公庫を前身とし、市場重視型の新たな住宅金融システムを整備し、長期・固定の民間住宅

ローンの安定的供給を実現するための証券化支援業務を中心とする金融機関としての業務を担っている。
職員給与の水準については、 通則法第50条の10第３項の規定の趣旨を踏まえ、下表のとおり、各地域に拠点

を有し、全国規模で金融サービスを提供している民間金融機関等や当機構と就職希望者が競合する民間金融機
関等との給与水準を参考に支給水準を設定することとする。

また、給与改定については、「公務員の給与改定に関する取扱い」（平成27年12月４日閣議決定）において、
「「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）を踏まえ、適切に対応する。」こと
とされていることから、当機構においては、国家公務員の給与水準や改定状況を踏まえつつ、民間金融機関等の
給与水準等も参考にしながら判断している。

※民間金融機関等と機構のデータを比べた場合、年齢差以外にも地域差（東京23区に勤務する機構職員の割
合（平成27年度給与水準公表ベース）は64.1%）、学歴差（大学卒以上の学歴の職員割合（同）は85.4%）、職種
差（総合職等の職員割合（同）は84.1%）等の分布の差が生じていると推測されるが、詳細な民間金融機関等の
データが存在しないため、比較する上で考慮できていない。

通則法第50条の10第１項において、職員の給与は、その職員の勤務成績が考慮されるものでなければならな
いとされていることを踏まえながら、当機構の人事考課制度に基づき、勤務実績の評定結果は賞与へ、職員の級
別の期待能力に照らした能力の評定結果は定期昇給及び昇格へそれぞれ反映させている。

また、部署単位で評価する内部評価制度を導入しており、これによる評価結果を賞与へ反映させている。

職員の給与は、基本給（本俸及び家族加給）及び諸手当（役職手当、特別都市手当、時間外勤務手当、住居
手当、通勤手当、単身赴任手当、寒冷地手当、期末手当及び勤勉手当）から構成されている。

期末手当については、本俸月額、家族加給月額、本俸月額及び家族加給月額の合計額に特別都市手当率を
乗じて得た額の合計額（職務加算の対象者は職務加算額を加えて得た額。以下「賞与基礎額」という。）に期末手
当支給月数（平成27年度実績（一般職）は６月期においては1.225か月、12月期においては1.1125か月）を乗じて
得た額を基礎とし、当該額に基準日以前６か月以内の期間における在職期間に応じた割合を乗じて得た額として
いる。

勤勉手当については、賞与基礎額に勤勉手当支給月数（勤勉手当標準月数に部署の業績に応じた割合及び
個人の勤務成績に応じた割合を乗じたもの。平成27年度実績（一般職の標準的な支給月数）は６月期においては
0.75か月、12月期においては1.1125か月）を乗じて得た額を基礎とし、当該額に基準日以前６か月以内の期間に
おける勤務期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

平成27年度における主な給与制度の変更点は以下のとおり。
・国家公務員の給与改定に準じ、本俸月額の引上げ（平均改定率0.36％）、賞与支給月数の引上げ（4.1か月

→4.2か月）

給与の比較 （平成27年度）

民間金融機関等 平均年齢
平均給与

（注１、注３）
機構給与

（注２、注３）

 金融機関Ａ（都市銀行） 38.0歳 7,916千円 7,874千円

 金融機関Ｂ（都市銀行） 37.3歳 8,795千円 7,710千円

 金融機関Ｃ（信託銀行） 41.4歳 8,681千円 8,576千円

 金融機関Ｄ（政策金融機関） 37.8歳 10,422千円 7,830千円

注１：民間金融機関等の平均年齢及び平均給与のデータは、有価証券報告書（平成26年事業年度）より抜

　　粋。

注２：機構の給与は、平成27年度給与データを基にした給与カーブに比較対象となる民間金融機関等の平

　　均年齢を当てはめて算出した金額。

注３：有価証券報告書に記載されている各民間金融機関等の平均給与には、時間外勤務手当及び通勤手

　　当が含まれているため、上表の当機構の給与も時間外勤務手当及び通勤手当を含んだものとしている。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

786 45.0 8,376 6,228 143 2,148
人 歳 千円 千円 千円 千円

786 45.0 8,376 6,228 143 2,148

　②　年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

　③　職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

　　　代表的職位

　　　　・ 本部課長 155 48.7 10,120 10,348 11,206

　　　　・ 本部係員 30 28.9 4,176 4,388 4,661

注：「本部課長」には、本部課長職に相当する標準的な職位が「グループ長」（本店）のものを掲げている。

　④　賞与（平成27年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

60.1 49.9 54.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.9 50.1 45.3

％ ％ ％

         最高～最低 50.5～35.0 53.3～46.9 51.8～42.4

％ ％ ％

58.8 46.6 52.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.2 53.4 47.7

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～34.0 100.0～46.2 100.0～40.9

平均

一般
職員

区分

人員

平成27年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内

一律支給分（期末相当）

分布状況を示す
グループ

平均年齢

うち賞与

注：在外職員、任期付職員、再任用職員、非常勤職員及び常勤職員で上記に掲げる職種以外の職種
　　（研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員））は該
　 当者がないため、記載を省略している。

管理
職員

一律支給分（期末相当）

平均年齢区分

常勤職員

事務・技術

人員

２０歳 ２２４歳 …………………………………………………… （国）（平均）（第１（平均）（第３２人 ５人 １１人 ９人(千円)
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢・地域勘案　111.5

・年齢・学歴勘案　116.9

・年齢・地域・学歴勘案　108.9

指数の状況

・年齢勘案　120.7

項目 内容

　給与水準の妥当性の
　検証

　 証券化支援業務を中心とする当機構の業務を円滑かつ適切に遂行するとともに融
資及び債権管理・回収業務を的確に実施し、高度なリスク管理を行っていくために
は、専門的な金融技術や金融業務に係る能力を有する人材を確保し、定着させ、さ
らに、その能力を十分に発揮してもらうための処遇を行うことが必要である。
　 こうした点から、当機構の給与水準については、Ⅱ-１-①「職員給与の支給水準の
設定等についての考え方」に記載した考え方を踏まえ、国家公務員の給与水準に加
え、民間金融機関等の例も参考にしながら判断することとしており、同項目の表「給与
の比較（平成27年度）」のとおり、年齢差を勘案した給与水準は、民間金融機関等に
比べ下回る水準にある。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　0.3％】
（国からの財政支出額　238億円、支出総額　70,740億円：平成27年度決算）
※国からの財政支出額（238億円）は、フラット３５Ｓ等の実施のための補助金として措
置されたものである。

【累積欠損額　計上なし（法人全体での利益剰余金：6,385億円）：平成27年度決算】

【管理職の割合　 33.7％（常勤職員数786名中265名　※対象者のみ）】
※国の管理職割合は16.1％（「平成27年国家公務員給与等実態調査」（人事院）に
おける行政職俸給表（一）６級以上の割合）。

【大卒以上の高学歴者の割合　85.4％（常勤職員数786名中671名　※対象者のみ）】
※国の大卒以上の学歴者の割合は54.7％（「平成27年国家公務員給与等実態調
査」（人事院）における行政職俸給表（一）の適用を受ける国家公務員で「大学卒」の
者の割合）。

【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　0.1％】
（給与・報酬等支給総額　79億円、支出総額　70,740億円：平成27年度決算）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　 当機構の対国家公務員指数について、年齢を勘案した場合の対国家公務員指数
が国に比べて高いのは、勤務地が主に大都市部に所在すること、また、大卒以上の
学歴の職員の割合が高いことが理由として挙げられる。
　 地域及び学歴を勘案した場合の対国家公務員指数は108.9となり、年齢のみ勘案
した場合の指数（120.7）に比べ、11.8ポイント低下する。

　

学歴別の人員構成

大学卒 短大卒 高校卒 中学卒

 当機構 85.4% 12.6% 2.0% 0.0%

 国家公務員（行政職（一）） 54.7% 12.4% 32.8% 0.0%

注１：大学卒には修士課程及び博士課程修了者を、短大卒には高等専門学校卒業者を含む。

注２：四捨五入の関係で合計が100%にならない場合がある。

注３：当機構のデータは、常勤職員（事務・技術職員）のもの。

注４：国家公務員のデータは、「平成27年国家公務員給与等実態調査」（人事院）における行政職俸給表（一）

　　　の適用を受ける国家公務員のもの。

地域別の人員構成

１級地 ２級地 ３級地 その他

 当機構 64.1% 5.7% 10.1% 20.1%

 国家公務員（行政職（一）） 30.2% 6.8% 7.8% 55.2%

注１：区分は、国家公務員の地域手当支給区分による。

注２：当機構のデータは、常勤職員（事務・技術職員）のもの。

注３：国家公務員のデータは、「平成27年国家公務員給与等実態調査」（人事院）における行政職俸給表（一）

　　　の適用を受ける国家公務員のもの。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　講ずる措置

　通則法第50条の10第３項の規定の趣旨を踏まえ、平成28年度においても、国家公
務員の給与等、民間企業の従業員の給与等、機構の業務の実績並びに職員の職務
の特性及び雇用形態その他の事情を考慮した上で、引き続き、適正な給与水準が確
保されるよう取り組む。

（主務大臣の検証結果）
　当該法人は市場重視型の新たな住宅金融システムを整備し、長期・固定の民間住
宅ローンの安定的供給を実現するための証券化支援業務を中心とする金融機関とし
ての業務を担っている。
　その業務内容に鑑みれば、Ⅱ－１－①で示された給与水準の設定の考え方は民
間金融機関等の報酬水準を踏まえて定められており、適当である。
　またⅡ－２の給与実績は給与水準の設定の考え方に即しており、法人の検証結果
は適当である。

　給与水準の妥当性の
　検証

【検証結果】
（法人の検証結果）
　 当機構の給与水準が国に比べ高いことに関しては、上記「国に比べ給与水準が高
くなっている定量的な理由」に記載したとおりであるが、主に以下のような点が影響し
ているものと考える。

・勤務地が主に大都市部に所在している点
・当機構の業務（当機構の前身の住宅金融公庫の業務を含む）を円滑かつ適切に遂
行するには、専門的な金融技術や金融業務に係る能力を有する人材の確保は必要
であり、採用を大卒以上を中心に行っていることから、当該学歴者の割合が国に比べ
高くなっている点。
・人材の確保、定着、また能力発揮の観点から、当機構の給与水準の決定に際して
は、同種の民間金融機関等の給与水準（Ⅱ-１-①「職員給与の支給水準の設定等に
ついての考え方」の表（「給与の比較（平成27年度）」）を参照）も考慮せざるをえない
点。

　 以上を踏まえれば、国に比べて給与水準が高くなっているのは、妥当であるものと
考えている。

　 なお、支出総額に占める国からの財政支出の割合及び給与、報酬等支給総額の
割合は絶対水準として小さい。
　 また、既往債権管理勘定については、「独立行政法人移行に向けた住宅金融公庫
の業務の改善・効率化等について（経営改善計画）（平成17年７月６日策定）」及び当
機構の第一期中期計画に基づき、既往の住宅ローン債権の証券化等により調達した
資金を活用して財政融資資金の繰上償還（補償金なし）を実施し、第一期中期目標
期間の最終年度（平成23年度）までに国からの補給金について所要額を全て措置し
た上で廃止している。
　平成23年度以降、資金運用収益と資金調達費用の収支差が改善したこと等により
単年度黒字を計上しており、全勘定において累積欠損を解消した。

○ 22歳（大卒初任給、独身）
月額196,700円、年間給与2,908,000円

○ 35歳（本店調査役、配偶者・子１人）
月額457,408円、年間給与7,593,000円

○ 45歳（本店グループ長、配偶者・子２人）
月額679,728円、年間給与11,212,000円

当機構の人事考課制度に基づき、勤務実績の評定結果を賞与へ反映させている。また、部署単位で評価する

内部評価制度を導入し、これによる評価結果も賞与へ反映させており、今後も継続する予定である。
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Ⅲ　総人件費について

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

10,576,398

7,423,382

512,125

942,479

1,134,897

10,012,883

7,932,793

417,264

1,003,424

1,222,917

7,952,554

非常勤役職員等給与

退職手当支給額
1,338,717 600,958

区　　分

1,190,475

906,618902,140

給与、報酬等支給総額
7,369,080

最広義人件費
10,765,356 10,650,605

福利厚生費
1,155,419

・給与、報酬等支給総額については、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」（平成24年法律第
２号）に基づく国家公務員の給与の見直しに準じた給与減額支給措置により、平成24年度及び平成25年度の支給
金額は減少している。
・退職手当支給額については、平成25年度は平成24年度末退職者に係る退職手当の支給が平成25年４月になっ
たことに伴い大幅増となったが、平成26年度以降は退職者数の減及び退職手当の大半を退職年度内に支給した
ことから、減少している。
・上記を踏まえた結果、最広義人件費については、対前年度比で約0.74億円（0.7%）の減となった。
・「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年８月７日閣議決定）に基づき、当機構役職員
について、国家公務員に準じた調整率（87/100）を設定し、退職手当支給水準の引下げを実施中。

特になし
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